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カオナビオプションサービス規約（勤怠管理） 

カオナビオプションサービス規約（勤怠管理）（以下「本規約」といいます。）は、株式会社カオナ
ビ（以下「当社」といいます。）が提供するクラウド型タレントマネジメントシステム「カオナビ」
（以下「本サービス」といいます。）の勤怠管理機能及びそれに付随・関連する各種サービス（以
下「オプションサービス」といいます。）の利用に関する条件について、「クラウドサービス共通
ご利用規約」及び「カオナビサービス個別規約」（以下総称して「原規約」といいます。）に加え、
本サービスをご利用されるお客様と当社の間で定めるものです。本規約に定めのない用語は、特
段の定めがない限り、原規約の定めに従います。また、本規約に定めのない事項は、原規約の定
めに従うものとします。なお、本規約と原規約の内容に矛盾・抵触が生じた場合には、本規約の
定めが優先します。 
 

第1条 （オプションサービスの利用） 

1 お客様が、当社との間でオプションサービスの利用に関する契約（以下「オプションサービ
ス契約」といいます。）を締結し、本サービスの提供ツール上においてオプションサービス
を利用する場合は、本規約の定めが当該オプションサービス契約に適用されるものとしま
す。 

2 オプションサービスの利用は、お客様と当社との間で締結される本サービスのご利用に関
する契約（以下「基本契約」といいます。）の締結を前提条件とします。特に定める場合を
除き、基本契約が終了した場合、オプションサービス契約は基本契約終了の日をもって自動
的に終了します。 

第2条 （勤怠管理の概要・目的） 

勤怠管理機能は、お客様がお持ちの人材情報及び勤務情報を提供ツール上に保存することによ
って、有する機能の範囲内において、勤怠情報の集計及び一元管理の実現を支援する目的を持
ったオプションサービスです。（以下「勤怠管理」といいます。） 

第3条 （勤怠データの取扱い） 

 当社は、お客様が提供ツール上で登録した勤務データ（以下「勤務データ」といいます。）に
ついて、当該勤務データが勤怠管理のサーバに記録された日の属する月の翌月末日から起算し
て５年を経過後、当該サーバ上から削除できるものとします。但し、勤怠管理に関する契約が
解約された場合又は理由の如何を問わず終了した場合、勤怠管理にかかるオプションサービス
契約の終了日（契約が有効に存続する最終日、以下同じ）の翌暦日以降、当社はかかる勤務デ
ータを削除することができるものとします。 
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第4条 （責任の制限） 

1 当社は、当社が原規約及び本規約に定める義務に違反（保証の違反を含む。）したことが直
接の原因でお客様に現実に生じた通常かつ直接の損害を賠償するものとします。但し、当該
賠償の累計総額は、当社に故意又は重過失がある場合を除き、当該損害の発生日から起算し
て過去 6 ヶ月間にお客様が当社に支払った勤怠管理の利用料金の総額を限度とします。 

2 前項の範囲をもって、当社の責に基づく補償及び賠償責任の限度とし、当社は、その他の勤
怠管理の提供により生じる結果及び原規約並びに本規約に従って行った行為の結果につい
て、いかなる理由（本オプションサービスの提供に必要な設備・ソフトウェアの不具合・故
障、本個別サービスの変更、中断、停止、廃止、第三者による不正侵入、勤務データの毀損・
滅失、商取引上の紛争を含むがこれに限りません。）があろうとも、お客様に対して一切責
任を負わないものとします。 

3 お客様が勤怠管理の利用を通じて当社又は第三者に対して損害を与えた場合、当該お客様
は自己の負担費用と責任において当該損害を補償するものとし、当社に対しいかなる補償・
補填も請求し得ないものとします。 

4 勤怠管理の利用を通じて、お客様と第三者との間で紛争が生じた場合、お客様の責任にお
いて当該紛争を解決するものとし、当社に対し、仲裁、照会、その他いかなる請求もでき
ません。また、かかる紛争に関連して、お客様の故意又は過失により、当社が当該第三者
への賠償その他の損害（弁護士費用を含みます。）を被った場合、当社はお客様に対し、
当該損害について求償できるものとします。 

第5条 （再委託） 

 当社は、勤怠管理の提供に伴いお客様から委託されている業務の一部を第三者へ再委託できる
ものとします。本条に基づき業務を委託する場合、当社は当該委託先に対し、本規約に基づき
当社が負担するのと同等の義務及び責任を負担させるものとします。但し、この場合、当社
は、本規約に基づき当社が負担する義務及び責任を免れるものではなく、当該委託先による当
該義務の違反及び責任の不履行によってお客様に現実に生じた通常かつ直接の損害について賠
償の責を負うものとします。 

第6条 （存続条項） 

第 4 条の規定は、オプションサービス契約の終了後も有効に存続するものとします。 

 

【制定：2026 年 8 月 1 日】 


